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長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、企業によるサプライチェーンの見直しが
本格化しています。このようななか、日本企業の投資先として注目されている国々に新た
に赴任される皆様に対して「これだけは知っておいてほしい」ポイントをまとめました。前
号ではインド、フィリピン、中国を、本号ではベトナム、メキシコ、インドネシアを取り上げま
した。
ベトナムは、法規制が不明瞭あるいは法律間で不整合があることが多く、合理的な解釈
ができるベトナム人も少ないことから、過度に保守的な解釈が生じることが多々あります。
本稿では、このような状況における判断について具体例を挙げて解説します。
メキシコの税務の特徴は、頻繁な法改正が行われること、そして実質面よりも形式面を重
視する傾向があることです。また、企業による労働者に対する不当な搾取をなくすために、
労働法の法整備も進んでいます。本稿では、これらの重要ポイントについて解説します。
インドネシアでは、国の歳入の8割超を税収で賄っているため、税務当局はアグレッシブ
な姿勢で徴税を行っており、多くの日系企業はその対応に苦慮しています。本稿では、税
務リスクのマネジメントの観点から同国の厳しい税務調査への対応について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめお断り
いたします。

  ベトナム
1.  判断の具体例その１：隔離費用は個人の便益なのか？⇒揺れた政府判断 

2.  判断の具体例その２：出向者はベトナム法人と労働契約書を締結する必要が
あるか？⇒自ら状況を把握して総合判断

  メキシコ
1.  税務の重要ポイントとして、電子インボイス制度およびペソ通貨と為替変動
の影響の概要・動向を理解する。

2.  労働法の重要ポイントとして、労働者利益分配金（PTU）制度と人材派遣禁
止法の概要・動向を理解する。

  インドネシア
1.  税務調査開始以前に自社の抱えている税務リスクの分析、問題点の把握と
論点の整理を徹底的に行う。

2.  税務調査開始後は調査官の疑問、論点に対して即座に解消を図り、最終的
に指摘事項となり得る芽をその場で摘む。

3.  移転価格問題については、明確な移転価格ポリシーを策定し、法令に準拠
した確固たる移転価格文書の準備が必要不可欠である。
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Ⅰ

法規制が曖昧な国での 
ガバナンス＜ベトナム＞

1. はじめに

ベトナムの法規制は規制そのものも、ま
たその運用も曖昧なことが多いです。その
一例に挙げられるのが政府決議と異なる
自治体の活動規制です。2021年11月時点、
ベトナムでは政府決議12 8号に基づいて、
コロナ禍での活動方針を4段階に分けま
した。その活動方針によると、たとえばハ
ノイ市の場合であれば週あたり新規感染
者数が3,000人程度でレベル2に移行する
ことになります。しかし、2021年11月2日、 
前週の感染者数が約 300人であるにもか 

かわらず、ハノイ市はレベル2に移行しまし
た。このように政府決議と大きく異なる基
準で決定がなされると、活動予測を立て
ることが困難になります。
一方で、飲食業はレベル3まで活動可能

であるものの、レベル1でも市・省の人民委
員会の決定に従うとされています。これは
罰則を伴う強制措置で、しかも補助金も
ありません。つまり、飲食業にとってレベ
ル3までの意味はほとんどないということ
です。したがって、飲食業の場合、レベル
の有無にかかわらず、市・省の人民委員会
のレベル変更検討時に、市・省の人民委員
会や政府に対して経済苦境など適切な要
望を出して柔軟対応を促すことが最も重
要な行動となります。
なお、レベル2への引上げの影響は、11

月8日時点では飲食業を除いてほぼない
状況です。
この事例は、ベトナムの法規制の運用の

整合性のなさと柔軟な対応状況を示した
ものです。これにより、少なくともレベル
変更によりどのような影響を受けるのかを
事前に理解しておけば、ある程度コロナ
禍でも行動計画を予測し、柔軟に判断で
きると思われます。本稿では、法規制が曖
昧なベトナムにおいてどのようにガバナン

スを考えるか、具体例に基づき記載したい
と思います。

2. 隔離費用は個人の便益なのか

コロナ禍で出張・赴任目的でベトナムに
入国する場合、一定期間指定ホテルでの
強制隔離が求められます。こうした法規
制に基づくホテル代や検査費用などの隔
離費用が、個人の便益として個人所得税
として課税されるかという議論が生じまし
た。これについては、会社命令で出張あ
るいは赴任するので、個人の便益ではな
いと考えるのが当然でしょう。ならば、コ
ロナ禍ではない出張時のホテル代は個人
所得税対象ではないことが慣行として確
立されているからです。それにもかかわら
ず、このような議論が生じるのがベトナム 

です。
この論点に対して、2 0 2 0年、日本の国

税庁に相当するベトナム税務総局が課税
との判断を出して大きな反発を呼びました
が、2021年10月に、財政省が出張者の隔
離費用は非課税との判断を出しました。こ
の期間の課税判断について、従来の出張
時の法規制で強制されていないホテル代
や移動費も非課税だったことの整合性と、
税務総局から不合理な判断を示すレター
が出たという状況、ベトナム政府への反発
をどのように考えて判断するのかが、ガバ
ナンス判断として求められました。

3. 出向者はベトナム法人と労働契約書
を締結する必要があるか

出向者がベトナム法人で働く場合に、ベ
トナム法人と労働契約を締結する必要が
あるか、というのも長年解決されない論点
です。外国人も労働者である一方、労働許
可証法規制では出向形態を認めています。
しかし、出向形態で労働許可証を取得し
た外国人が労働契約を締結する必要があ
るかは、労働法上は明記されていません。
出向者は出向元の労働契約に従って待遇

が決定されており、多くの場合、ベトナム
法人の給与規程とは異なります。そのた
め、ベトナム法人と労働契約を締結すると
矛盾が生じる可能性があります。
労働法をどのように解釈するのか、ベト

ナム法人の給与規程を出向者にも合わせ
たものに改定するのか、締結しないと税
務上人件費の損金算入否認リスクが生じ
るのか、締結するとベトナムの社会・健康
保険料が発生するのか、といった点を総
合的に考慮して決定する必要があります。

4. まとめ

ベトナムでは法規制自体が曖昧、不整
合のあるものが多く、法規制を合理的に
解釈できる人が少ないのが現状です。その
ため、スタッフは保守的に、費用・社内業
務が増える方向で法規制を考える傾向が
強くなります。このようななかで、経営者と
して赴任する日本人は、外部専門家も利
用しながら、法規制の正しい理解、慣行に
関する情報収集、スタッフの意見を聞いた
うえで、ガバナンスを確保しながら企業成
長を最大化するよう自ら判断・決定するこ
とが求められます。

Ⅱ

税務および労働法の 
重要ポイント＜メキシコ＞

1. メキシコの法制度の特徴

メキシコには、自動車関連産業を中心
とした日系企業が多数進出しています。広
範なFTA網や豊富な若い労働力などが、メ
キシコの自動車産業の成長を支えている
一方で、当局による納税者のコンプライア
ンス遵守に対する何重もの監視がありま
す。そのため、税法や労働法などの法制度
の手続面や動向を適宜把握することが、
事業活動を円滑に進めるうえで重要にな
ります。
メキシコの税法の特徴は、実質面より
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形式面を重視する傾向が強いこと、改正
が頻繁に生じることの2点です。また、労
働法についても、現政権下において企業
による労働者に対する不当な搾取をなく
す法整備が強化されています。

2. 税務：2つの重要ポイント

（1） 電子インボイス制度
電子インボイス（CFDI）の発行がすべて

の企業に義務付けられており、税法で定
められた要件を満たす必要があります。こ
れは請求書だけでなく、領収書の目的も
有しているとともに、税務上の益金・損金
の認識基準のベースになっています。その
ため、駐在員を含めた企業の方が当地で
事業活動を行う際に発生する出張経費や
旅費等も、メキシコ国内において常にこの
電子インボイスを受領することが重要に
なります。また税務上、一定額以上の経費
についても現金ではなく、常にクレジット
カードでの決済が求められています。企業
においては、発行だけでなく、受領の場合
でもサプライヤー側が発行する当該電子
インボイスが有効なものであるか、チェッ
クしなければなりません。
税務当局は、この電子インボイス制度

をはじめ、さまざまな電子的手段による情
報提出の強化を進めています。税務調査
の手段も、納税者が開設をするメールボッ
クスを使用した質問状を多用するといった
電子ベースでの調査が進んでいます。

（2） ペソ通貨と為替変動の影響
ペソ通貨は、比較的為替変動が大きい

通貨です（直近の為替変動については図

表1参照）。企業は、税法に基づき、ペソ通
貨での記帳が義務付けられており、外貨
建取引はペソ通貨に換算され記帳されま
す。月末・期末に保有している外貨建の貨
幣性資産・負債は、月末・期末の為替レー
トで換算替えされ、その為替評価差損益
は課税所得に含まれます。
自動車関連の部品サプライヤーに多く

見られるパターンは、グループ会社よりド
ル建てで部品を購入し、ドル建てあるいは
ペソ建てで完成品を顧客に販売するとい
うものです。その場合、為替変動はローカ
ル通貨での企業の業績や税金費用に大き
く影響します。為替変動の影響を抑えるた
めの手法としては、一般的に為替予約を
する、借入をローカル通貨で行う、借入で
はなく増資で賄うなどが考えられます。し
かし、いずれも日本親会社の決済、承認と
いったハードルが高いため、多くの企業で
は為替の影響を大きく受ける結果となっ
ています。

3. 労働法の重要ポイント：労働者利益
分配金制度と人材派遣禁止法

メキシコにおける特徴的な労務関連の
制度に、連邦労働法（LFT）にて規定される
労働者利益分配金（PTU）制度があります。
企業に対して、単年度課税所得に一定の
調整を加えた金額の10％を労働者に分配
することが義務付けられているのです。法
人税法の税金コスト同様、計算の基礎は
課税所得をベースに行いますが、当該費
用は労務関連コストとして扱われることか
ら留意が必要です。
過去においては、上記PTU制度対策と

して、多くの企業がグループ内に人材派遣
会社を設立し、従業員を人材派遣会社に
所属させて事業活動を行うことで、PTUを
節減するというスキームを採用していまし
た。それに対して、メキシコ政府は2021年
4月24日、連邦労働法を改正し、原則とし
て労働者派遣を禁止しました。例外とし
て、専門性のあるサービス提供のみを労
働者派遣形態の下で行うことが認められ
ましたが、派遣元の企業には、サービス提
供前に労働社会保障省（STPS）への登録
等が義務付けられています。
この改正により、2021年度において、上

段に記載したグループ内の人材派遣会社
を利用したスキームを活用する多くの企
業は、当該スキームの継続が不可能とな
り、従業員の移転や人材派遣会社の合併
といった対応に迫られました。これによ
り、PTU制度に対する従来の節減対策は
使用できなくなりましたが、当該改正にと
もない分配金には上限がかけられ、従業
員給料の3ヵ月までという制度が別途設け
られました。

Ⅲ

インドネシアの税務問題

1. インドネシアの税務調査

インドネシアは日本にとって非常に重要
な投資先国でありますが、最近では厳し
い税務問題の影響で投資先国としての魅
力が薄れ、問題視されています。一方で
コロナ禍の影響もあり、今後は税収確保
に向けてますます税務調査の厳格化が懸
念されています。これは、税務調査への対

図表1 直近ペソ対USD為替レートの推移

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019年 19.13 19.28 19.41 19.00 19.70 19.17 19.00 20.06 19.73 19.24 19.55 18.89

2020年 18.84 19.86 23.80 25.13 22.12 22.97 22.15 21.87 22.28 21.24 20.15 19.95

2021年 20.44 20.94 20.42 20.24 19.95 19.95 19.90 20.09 20.64 20.61 21.47 20.92

出所：メキシコ中央銀行の発行物よりKPMG作成 （通貨単位：ペソ）
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応を間違えれば、予期せぬ大きな金額を
追徴されるリスクを内包しているというこ
とです。したがって、税務調査への対応に
は、本社の関連部署や専門家のサポート
を得て万全を期し、その体制を確立してお
く必要があります。

2. 税務調査のスケジュールと「引き金」

税務調査は、調査開始通知書受領後、
まず会社の経営幹部に対するヒアリング
が実施されます。これには、通常6ヵ月程
度の実査が行われます。その後、調査に基
づく指摘事項とそれに対する納税者との
合意・確認作業を経て、最終的に査定書
が発行されます。
仮に税務調査の結果に納得できない場

合、納税者は当局に対する異議申し立て、
税務裁判所への提訴、そして最後のステッ
プとして最高裁判所への司法審査要求が
可能です。ただし、その場合には長期戦を
覚悟する必要があります。
税務調査は、還付請求を行う場合に必

ず実施されます。また、納税者番号を抹消
する場合、過去 5年以内に税務調査を受
けていない事業年度がある場合、関連者
間取引が全体の 5 0％を超えており、さら
に利益率等が業界平均のベンチマークよ
り大きく乖離している場合、税法順守に問
題がありそうな会社が調査の対象会社に
選定されます。
せっかく税金の還付請求を行っても、厳

しい税務調査によって還付金が大幅に減
額となったり、場合によっては還付どころ
か追徴を余儀なくさせられる場合もある
のが現実です。まずは、厳しい税務調査の
対象となるような「引き金」を極力避けるべ
く税務戦略を立てることが大切です。

3. 税務調査への対応

税務調査開始前には、頻繁に変わるイ
ンドネシアの税法をしっかりと理解し、税
務調査指摘事項のトレンドや当局の動向

について目を離さないことが大切です。そ
のうえで、自社の税務リスクについて徹底
的に分析を行い、税務調査時の想定問答
や要求される資料の整備等をしっかりと
行う必要があります。また、専門家による
税務リスクの分析についても有効となり 

ます。
調査が開始された後は、決してローカル

スタッフに対応を任せきりにしてはいけま
せん。日本人マネジメントが進捗状況を常
に把握し、本社や専門家と連携を取りな
がら調査官の疑問や論点に対して実査の
段階で潰しておくことが極めて重要となり
ます。税務調査官によっては、問題点や指
摘事項を実査の段階ではオープンにせず、
調査の終了段階に発行される指摘事項通
知書上で突然追徴項目を開示、納税者に
十分な反論を行う余地を与えずに多額の
追徴を課すといったケースが多く見られ 

ます。
納税者は指摘事項通知書の入手から

約 1週間程度で反論を行う必要がありま
すが、期間内でしっかりと準備して反論を
行うのはきわめて難しいことです。その結
果、納税者にとって納得性の欠ける一方的
な査定書が発行されてしまうことになりま
す。このような事態を避けるためには、指
摘事項通知書に記載される前の段階で火
種を消しておくことがポイントとなります。

4. 移転価格問題

最近の税務調査における最大の争点
は、移転価格問題です。納税者は法令に
準拠した移転価格文書の作成が求められ
ており、自らの関連者間取引価格の妥当
性を立証します。一方、税務調査官は、こ
の移転価格文書の内容について、自らに
都合のよい合理性に大きく欠けるデータ
を使用して強引に修正や否認を行い、無
理な追徴を迫ってきます。
移転価格が論点となりやすいのは、「絶

対的な正解がない」ことが要因と考えられ
ます。それに対する納税者側の有効な対

策は、非常に高い合理性と妥当性を持った
「調査官につけいる隙を与えない」移転価
格文書を準備することです。また、関連す
る補足資料や確証をしっかりと整備してお
くことも重要となります。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGベトナム
谷中靖久／ディレクター

 +84-90-390-0788
 yasuhisataninaka@kpmg.com.vn

KPMGメキシコ　
東野泰典／ディレクター

 +52-55-5246-8300（代表電話）
 yasunorihigashino@kpmg.com.mx

KPMG インドネシア
三竿祥之／パートナー

 +62-81-5960-5794
 yoshiyuki.misao@kpmg.co.id

関連情報

KPMGは、日本企業の海外事業展開をこまやかに
支援するため、世界の主要 35ヵ国 89都市に、約
760名の日本人および日本語対応が可能なプロ
フェッショナルを配しています。

各国の最新情報については、下記をご覧ください。

海外進出支援窓口 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support.html

ベトナム 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support/vietnam.html

メキシコ 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support/mexico.html

インドネシア 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/global-

support/indonesia.html
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